
その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.1

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 186.0 0.439 0.1
水道及び工業用水道 □ m3 186.0

0.0
合　計 1.9 0.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 192.0 9.76 1.9 0.489 0.1

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 0

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

0.0

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 0

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0 4 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 9,892.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 4 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

西砂町３－４７

0 1 5 1

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 中里野球場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 46.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 46.0

0.0
合　計 7.6 0.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 777.0 9.76 7.6 0.489 0.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 0

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

0.0

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 0

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0 4 6 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 3,238.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 4 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

西砂町３－６８

0 1 5 2

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 西砂町庭球場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.2

0.251 0.1
公共下水道 □ m3 215.0 0.439 0.1
水道及び工業用水道 □ m3 225.0

0.0
合　計 0.0 0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 0

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

0.0

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 0

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0 4 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 99,100.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 1 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

砂川町１－２７－１

0 1 5 3

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 砂川中央地区東野球場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.1

0.251 0.0
公共下水道 ■ m3 91.6 0.439 0.0
水道及び工業用水道 ■ m3 81.9

0.0
合　計 67.8 3.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 6,945.1 9.76 67.8 0.489 3.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 3

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

15.3

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

第一小学校に既存併設、電気、水道・下水道は按分

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 3

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5 3 9 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 □ ■

報 告 範 囲 □ ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 195.86 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 1 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

柴崎町２－２０－２４

0 1 5 4

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 柴崎学童保育所

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

  必要のない電化製品のコンセントを抜く。不要時、離席時のパソコン電源OFF。 パソコンのディスプレーの照度を50%程度
下げる。 白熱電球の原則使用停止。 トイレ等の点灯を使用時のみとする。 冷蔵庫の設定温度を高から中へ。 室内温度が
２９℃となるよう冷房温度の設定。 

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 0.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 0.0

0.0
合　計 68.7 3.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 7,044.0 9.76 68.7 0.489 3.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 3

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

2.7

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 3

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 1,090.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

曙町２－５－１先

0 1 5 5

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川北駅下有料自転車駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 0.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 0.0

0.0
合　計 10.2 0.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 1,048.0 9.76 10.2 0.489 0.5

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 0

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

0.0

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 0

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 111.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

曙町１－３２－１先

0 1 5 6

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川北駅西臨時有料自転車駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 0.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 0.0

0.0
合　計 41.6 2.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 4,260.0 9.76 41.6 0.489 2.1

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 2

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

3.6

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 2

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 545.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

曙町２－４２－１１

0 1 5 7

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 あけぼの口南臨時有料自転車駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 61.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 61.0

0.0
合　計 324.3 16.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 33,230.0 9.76 324.3 0.489 16.2

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 16

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

12.1

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 8

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 16

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 1,322.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

曙町２－２－２７

0 1 5 8

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川駅北口西地区有料自転車駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.1

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 121.0 0.439 0.1
水道及び工業用水道 □ m3 121.0

0.0
合　計 45.0 2.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 4,614.0 9.76 45.0 0.489 2.3

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 2

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

0.1

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 2

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 17,854.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 1 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

砂川町５－１６－１

0 1 5 9

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市砂川自転車等保管所

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 33.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 33.0

0.0
合　計 64.9 3.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 6,652.0 9.76 64.9 0.489 3.3

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 3

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

31.9

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 3

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 94.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

錦町１－４

0 1 6 0

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 リサイクル作業所

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.1

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 81.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 81.0

0.0
合　計 637.6 31.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 65,330.0 9.76 637.6 0.489 31.9

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 31

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

51.7

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

平成２８年度に女性総合センターより移転

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 16

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 31

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

9 8 2 1 連鎖化事業区分

■ □ □

□ □ □

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 □ □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積 599.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

曙町２－２－２７

0 1 6 1

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 窓口サービスセンター

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

A502 ビルで設置する推進体制への協力

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.1

0.251 0.0
公共下水道 ■ m3 148.9 0.439 0.1
水道及び工業用水道 ■ m3 148.9

0.0
合　計 31.4 1.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 3,217.0 9.76 31.4 0.489 1.6

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 1

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

6.7

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

南砂小学校に既存併設、電気、水道・下水道は按分

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5 3 9 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 □ ■

報 告 範 囲 □ ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 149.22 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 4 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

栄町２－２－１

0 1 6 2

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 南砂学童保育所

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

  必要のない電化製品のコンセントを抜く。不要時、離席時のパソコン電源OFF。 パソコンのディスプレーの照度を50%程度
下げる。 白熱電球の原則使用停止。 トイレ等の点灯を使用時のみとする。 冷蔵庫の設定温度を高から中へ。 室内温度が
２９℃となるよう冷房温度の設定。 

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.1

0.251 0.0
公共下水道 ■ m3 92.1 0.439 0.0
水道及び工業用水道 ■ m3 92.1

0.0
合　計 19.7 1.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 2,023.4 9.76 19.7 0.489 1.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 0

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

0.0

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

第三小学校に既存併設、電気、水道・下水道は按分

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 0

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5 3 9 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 □ ■

報 告 範 囲 □ ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 66.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

錦町３－４－１

0 1 6 3

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 錦第二学童保育所

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

  必要のない電化製品のコンセントを抜く。不要時、離席時のパソコン電源OFF。 パソコンのディスプレーの照度を50%程度
下げる。 白熱電球の原則使用停止。 トイレ等の点灯を使用時のみとする。 冷蔵庫の設定温度を高から中へ。 室内温度が
２９℃となるよう冷房温度の設定。 

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.1

0.251 0.0
公共下水道 ■ m3 102.4 0.439 0.0
水道及び工業用水道 ■ m3 102.4

0.0
合　計 17.1 0.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 1,752.1 9.76 17.1 0.489 0.9

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 0

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

0.0

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

第四小学校に既存併設、電気、水道・下水道は按分

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 0

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5 3 9 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 □ ■

報 告 範 囲 □ ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 65.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

富士見町４－４－１

0 1 6 4

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 富士見学童保育所

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

  必要のない電化製品のコンセントを抜く。不要時、離席時のパソコン電源OFF。 パソコンのディスプレーの照度を50%程度
下げる。 白熱電球の原則使用停止。 トイレ等の点灯を使用時のみとする。 冷蔵庫の設定温度を高から中へ。 室内温度が
２９℃となるよう冷房温度の設定。 

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.1

0.251 0.0
公共下水道 ■ m3 92.6 0.439 0.0
水道及び工業用水道 ■ m3 92.6

0.0
合　計 18.5 0.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 1,899.9 9.76 18.5 0.489 0.9

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 0

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

0.0

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

第七小学校に既存併設、電気、水道・下水道は按分

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 0

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5 3 9 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 □ ■

報 告 範 囲 □ ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 67.50 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

錦町５－６－４３

0 1 6 5

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 錦第三学童保育所

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

  必要のない電化製品のコンセントを抜く。不要時、離席時のパソコン電源OFF。 パソコンのディスプレーの照度を50%程度
下げる。 白熱電球の原則使用停止。 トイレ等の点灯を使用時のみとする。 冷蔵庫の設定温度を高から中へ。 室内温度が
２９℃となるよう冷房温度の設定。 

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.3

0.251 0.1
公共下水道 □ m3 507.0 0.439 0.2
水道及び工業用水道 □ m3 507.0

0.0
合　計 49.1 2.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 5,026.0 9.76 49.1 0.489 2.5

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 2

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

0.6

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

新規

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 2

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0 5 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 2,960.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 4 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

緑町５

0 1 6 6

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 緑町公園

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104 空調フィルターの清掃・点検

D108 その他設備の定期的な保守・点検

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C109 空室・不在時等の空調停止

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B107 主要設備の使用状況の把握 B105 エネルギー使用量の前年度比較

A205 取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.2

0.251 0.1
公共下水道 □ m3 316.0 0.439 0.1
水道及び工業用水道 □ m3 316.0

0.0
合　計 138.1 6.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 14,153.0 9.76 138.1 0.489 6.9

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 6

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

0.7

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

新規

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 3

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 6

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 0 5 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 7,841.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 4 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

緑町８

0 1 6 7

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 緑町北公園

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104 空調フィルターの清掃・点検

D108 その他設備の定期的な保守・点検

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C109 空室・不在時等の空調停止

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B107 主要設備の使用状況の把握 B105 エネルギー使用量の前年度比較

A205 取組内容や点検体制の定期的改善

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 0.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 0.0

0.0
合　計 145.6 7.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 14,917.0 9.76 145.6 0.489 7.3

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 7

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

14.6

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

新設

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 3

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 7

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 477.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

曙町１丁目30番20号

0 1 6 8

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市曙町一丁目東臨時有料自転車駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.0

0.251 0.0
公共下水道 □ m3 0.0 0.439 0.0
水道及び工業用水道 □ m3 0.0

0.0
合　計 4.1 0.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 416.0 9.76 4.1 0.489 0.2

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 0

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

0.0

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

新設

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 0

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 0

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9 3 1 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

■ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 536.33 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□ 1年度分

0 2 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

柴崎町２丁目１番５号

0 1 6 9

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立川駅南口西有料自転車駐車場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成29年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

合　計 0.1

0.251 0.0
公共下水道 ■ m3 87.6 0.439 0.0
水道及び工業用水道 ■ m3 87.6

0.0
合　計 48.2 2.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0 9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 4,941.6 9.76 48.2 0.489 2.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0
その他（） □ 0.0

0.019 0.0
その他（） □ 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.014 0.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0
都市ガス □ Nm3 0.0 45.00 0.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 2

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

12.9

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

第八小学校に併設のため移転、電気、水道・下水道は按分

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 2

□ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当
日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 5 3 9 連鎖化事業区分

□ □ □

□ □ ■

□ 1年未満

所 有 形 態 □ ■

報 告 範 囲 □ ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積 154.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

町 名 番 地
以 下

幸町２－１－１

0 1 7 0

〒 1 9 0 － 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 中砂学童保育所

事 業 所 番 号 A 1 0 0 0 －



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備

必要のない電化製品のコンセントを抜く。不要時、離席時のパソコン電源OFF。パソコンのディスプレーの照度を50%程度
下げる。白熱電球の原則使用停止。トイレ等の点灯を使用時のみとする。冷蔵庫の設定温度を高から中へ。室内温度が
２８℃となるよう冷房温度の設定。

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無 □ ■

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名
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